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１．はじめに
わが国では、大気汚染に起因する公害健康被害者の迅速かつ公正な保護を図ることを目的として、「公害健康被害の補償等に関する法律（以下、補償法）」が、昭和49（1974）年9月1日より施行された。しかし、昭和62（1987）年9月には補償法の改正法が成立し、翌63年3月からは41の第一種指定地域が全面解除され、新たな患者の認定は行われなくなった。制度創設から29年を経て、患者の高齢化が進んでいる。平成14年３月末現在、60歳以上の公害病認定患者は約23,000人であり、全体の約４割以上を占めている。

これに伴い、患者の加齢に伴う病態の変化、公害病の特殊性に配慮した福祉ニーズ、生活上生じている新たな困難など、補償法において捕捉すべき課題の把握および効果的な施策の検討が求められている。

 

２．目的
旧第一種指定地域の１つである、大阪市西淀川区の公害病認定患者や家族などで構成される「西淀川公害患者と家族の会（以下、患者会）」の会員（以下、会員）を対象として、聞き取りによる調査を実施した。

調査では、現在の生活の実態と要望を総合的に把握し、今後の公害保健福祉事業および施策を検討する上で、具体的な課題について明らかにすることを目的とした。

 

３．対象と方法
（１）対象者

本調査においては、患者会役員会での討議をふまえて、①すでに寝たきりや痴呆状態などにあり質の高い介護および生活支援を必要とする者、②65歳以上である者、③自治体や患者会などが主催する健康回復事業への参加が困難である者、④本人及び家族からの聞き取りが可能な者、以上に該当し、緊急に聞き取りを必要としている18名を対象とした。

（２）調査方法

　調査方法は、調査員が対象者（患者及び家族）に、直接個別ヒアリング（聞き取り）をおこなった。平均１時間30分の調査時間で、基本属性、医療、介護、家族、施設、人生、政策要望の７項目からの聞き取りを行った。調査時期は、2001年９月から2002年５月に実施した。調査場所は、自宅および老人保健施設、病院などであった。必要に応じて、患者会会役員、家族や施設職員などに、調査への協力（同席）を依頼した。

 

４．結果
（１）基本属性

対象者は、男性5名、女性13名、平均年齢は82.7歳（男性82.6歳、女性82.8歳）であった。家族構成は2人暮しが７名と多く（夫婦が多い）、次いで独居が6名であった。在宅生活者が12名、病院に入院中の者が4名、特別養護老人ホームおよび老人保健施設に入所中の者がそれぞれ1名ずつであった。

（２）公害医療の受診と公害病の症状

公害病の等級別では、1級が1名、2級が5名、3級が12名であった。認定疾病別では、慢性気管支炎が8名、気管支喘息が6名、両方の病気で認定をうけている者が4名であった。

公害病による息切れや呼吸困難感の憎悪によって、買い物や家事など、日常生活における通常の移動をともなう労作に耐え難い状態になることもある。中には、診療所や病院への通院が困難となり、往診を受けざるを得なくなった重症の患者も見られた。最も重症の患者は、在宅酸素療法（HOT）を受けていた。

（３）高齢者特有の疾患および身体障害

身体障害者福祉手帳については、９名が所持していた。内訳は以下のとおりである。1級が6名（肢体不自由と心臓機能障害が1名、肢体不自由が2名、呼吸器機能障害が2名、視覚障害が1名）、2級が1名（肢体不自由と視覚障害）、3級が2名（呼吸器機能障害が1名、1名は障害名不明）。

公害病以外で罹患している病気については、慢性関節リウマチ、パーキンソン病、脳卒中後遺症、うつ状態や痴呆状態、骨折による歩行不能など個別的かつ多種多様であり、ほとんどの者が、治療（入院、往診、通院）を必要とする状態であった。

（４）療養生活における家族の支援と介護状況

自宅で生活している12名には、病院の入退院や施設の入退所を繰り返している患者もみられた。公害病と加齢による病気の発症、進行のため、在宅での看護・介護の多くを家族に頼っていた。また、子どもや親戚など、患者の家族もその大半が65歳以上で、老老介護であった。

独居の患者からは「施設入所を希望」する声があったものの、継続的な入所ができず入退所の繰り返しになること、老人保健施設（以下、老健施設）などでは医療対応ができないため入所が困難なこと、老健施設に入所すると療養手当など公害の補償給付が支給されなくなること、待機者が多くいつ入所できるかどうかわからないので、今後の生活設計がたてられないこと、等の問題点が浮きぼりとなった。

介護保険制度については、デイサービスや訪問看護の利用が数例あったが、患者の大半の介護を家族が担っているため、利用が少なかった。最も重要な問題点は、呼吸器疾患特有の障害等が、介護保険制度における要介護認定に反映されるものとはなっていないため、実際の患者の状態像との乖離がみられたことである。

 

５．考察
公害病は、その特殊性もさることながら、症状や増悪の程度が体調に左右される要素が大きく、体調のよい時と悪い時の差が激しい。特に呼吸困難を伴う発作は、夜中や明け方に頻発するため、普段患者に接している家族など以外には、本質的な被害や精神的苦痛が理解しにくいという実態がある。

本調査の対象者のみならず、全国における公害病認定患者は、認定をうけて30数年を経た現在においても、横になって寝ることができないほどの咳や痰、息切れに苦しみながら、さらに加齢による重症化、他病の併発、今後の生活への精神的不安等の問題を抱えている。

 

６．おわりに
以下の点を今後の課題として提起したい。

（１）公害病の特殊性に配慮した、介護支援が享受できるよう、補償法の拡充と経済的な支援を行うこと

（２）現行の社会福祉制度など社会資源の活用を進め、専門職や地域関係機関との連携を図る体制を整備すること

（３）全国の公害病認定患者の生活実態を把握するための調査や、呼吸器疾患に伴った罹患率の高い合併症等の疫学調査などを実施し、公害医療の充実を図り、予防的検査・治療などが実施できるようにすること

